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要約1
時代の二一ズに対応する児童家庭福祉制度の再構築のため、咋年度報告に基づく論点を踏まえ

つっ、いくつかの前提を設定のうえで研究メンバーの集中討論により、仮説としての児童福祉

法改正要綱試案を作成した。次年度は、本試案に基づき、有識者等に対するインタビュー調査

を実施し最終的な試案を作成することとしている．
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A Draft on the Outline of the Proposal Bill of Child Welfare Law for Restructuring Child
and Family WeIfare System

Reiho KASHIWAME, Masashi SHIBUYA

Abs†roc†二

ForRestructuringthechildandfamilywelfaresystemtorespondingtheneedsofnowadays，

Adraftontheoutlineoftheproposalbillofchildwelfarelawisexamined，through
theintensivediscussionamongauthors，basedontheissuespresentedintheprevious
FY　paper．　In　the　next　FY，　this　paper　will　be　re－examined　to　produce　the　final　draft　by

interviewing　wi　th　the　learned　men　on　chi　ld　we　l　fare．
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1研究目的

　ノーマライゼーションの理念の定着、児童の権利に関

する条約の締結、次世代育成支援の理念及びそれらにと

もなう施策や要保護児童・ひとり親家庭福祉施策の展開、

介護保険制度の見直し並びに支援費制度の導入とその

後の障害福祉サービス改革等の政策動向、さらには、少

子化、児童虐待、年少非行の社会問題化、育児の孤立化

や仕事と育児の両立困難等近年の児童や家庭を取り巻

く環境の変化、児童家庭福祉問題の複雑化・多様化を踏

まえ、二一ズと施策体系の乖離が目立つ児童家庭福祉施

策の分権化、連続化、統合化を推進し充実を図るととも

に、子育て家庭に対しても施策の幅を拡充し、もって児

童及び家庭のウエルビーイングの一層の促進を図るこ

とをめざし、児童福祉法等の一部を改正する法律要綱試

案を作成することを目的とする。

”　研究方法

　著者らの先行研究である柏女霊峰・網野武博・山本真

実・林茂男Dによる成果「児童福祉法等の一部を改正す

る法律要綱試案」をベ…スとし、その後の著者らの研究

2〉3）4〉並びに施策の進展、近年の次世代育成支援・児童家

庭福祉の改革動向を踏まえて大幅な改訂を行うという

方法を採った。具体的には、主任研究者である柏女が作

成した改正要綱試案（第一次版）5）をもとに、研究メン

バー全員による集中討論により検討するという方法を

とった。

　そのうえで、主任研究者が研究メンバーにおける協議

を踏まえた児童福祉法改正要綱試案を作成したうえで、

協力研究者が各自の主たる専門分野を中心に木要綱試

案に係るコメント・考察を展開した。

m　研究結果

1、児童福祉法等の一部を改正する法律要綱試案作成上

　の前提条件
　本要綱試案を作成するうえで、前提条件としたことは

以下のとおりである。

（1）理想的な児童福祉法を作成するのではなく、現行の児

　童福祉法をベースとし、児童及び子育て家庭の現実、

　二一ズとの乖離の是正及び現行児童・子育て問題の解

　消に資する改善策を検討し、より現実的な改正案の作

　成に努めること。

（2）児童福祉法全体について検討を加えるが、今後必要と

考えられる「親権制度における公法（児童福祉法）と

私法（民法）との統合」、「財源の相違にともなうたと

えば、育児支援法（社会保障財源）と児童福祉法（税

財源）との二大体系化」といった論点については、仮

定の議論があまりにも多くなり結論が得にくいため、

本研究においては判断を留保したうえで検討を進め

ること。

（3）児童家庭福祉行政の実施主体については市町村を中

心とし、サービス利用のあり方については、利用者と

提供者とが直接向き合う関係（たとえば支援費制度や

介護保険制度）を基本とすること。

2．要綱試案の基本方針

　要綱試案の作成に当たり、他の社会福祉制度等の動向

や審議会報告その他種々の動向を踏まえて、要綱試案作

成の基本方針は以下のとおりとした。

（1）児童家庭福祉の理念について総合的に加筆し、また、

　子育て支援に対する社会の責任を明確にする。それに

　ともない、法律の題名を変更する。

（2）市町村を中心とするサ…ビス提供体制をめざす。

（3）児童家庭福祉サービスの利用制度については、障害者

　福祉サービスにおける現行の利用制度である支援費

　制度をモデルとする。

（4〉利用できるサービスの判定・決定については、市町村

　レベルにおける協議会型構造を基本とする。併せて、

　ケアマネジメントシステムの導入を検討する．

（5）要保護児童福祉の実施主体もできる限り市町村とし、

　子育ち・子育て支援サービスと要保護児童福祉サービ

　スとの連続性の確保をめざす．

（6）その場合において、児童相談所を設置しない市町村に

　あっては、当分の問、被虐待等の要保護児童の職権保

　護または家庭裁判所送致等について、当該市町村が属

　する都道府県の管轄児童相談所に当該事務を委託で

　きることとする。

（7）社会的養護については、その小規模化、連続化、地域

　化を推進する。

（8）児童虐待防止については、警察、司法の介入強化を

　図る。

（9）すべての就学前児童に、その年齢に応じ、単独で又

　は保護者とともに一一定の保育時間を保障する基本保

　育制度の導入を図る。

3　児童福祉法等の一部を改正する法律要綱試案

以上の前提条件、基木方針のもとで作成した第一次要
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綱試案は以下のとおりである．

児童福祉法等の一部を改正する法律要綱試案

第一　改正の趣旨

　少子化、児童虐待、年少非行の社会問題化、育児の孤

立化や仕事と育児の両立困難等近年の児童や家庭を取り

巻く環境の変化、児童家庭福祉問題の複雑化・多様化を

踏まえ、二一ズと施策体系の乖離が目立っ児童家庭福祉

施策の分権化、連続化、統合化を推進し充実を図るとと

もに、子育て家庭に対しても施策の幅を拡充し、もって

児童及び家庭のウエルビーイングの一層の促進を図るほ

か、所要の規定の整備を行うものとすること。

第二　改正の要点

法律の題名等に関する事項

1　法律の題名等に関する事項

（一）法律の題名を児童福祉法から「児童家庭福祉法」に

改めること。

（二）（一）にともない、「家庭」についての定義を設けるこ

　と。

二　　法律の目的及び理念に関する事項

1　児童の権利保障に関する事項

（一）児童の生存、発達及び自立に関する固有の権利を積

極的に保障する趣旨の条項を附加すること。

2　児童の最善の利益の優先に関する事項

←一）児童の最善の利益がなにより優先されることを規定

すること。

3　児童の育成責任に関する事項

（一）父、母若しくは法定保護者は、児童を育成する第一

義的責任を負うものとすること．

（二）すべての国民は、児童を育成する家庭及び保護者を

支援し、ともに育成する責任を有するものとすること．

（三）児童の保護、養護を決定するに際しては、保護者及

び家族の希望を尊重し、合意、協力を得てともに育成

することに努めるものとすること。

4　児童の意見表明の保障とその尊重に関する事項

（一）総則に、児童の意見表明の担保とその尊重規定を附

加すること。

（二）児童の児童福祉施設入所、解除等の福祉サービス利

用の決定にあたっては、当該児童にその理由等につい

て十分に説明し、意見を聴き、同意を得るよう努める

とともに、当該意見を尊重しなければならないものと

すること。

（三）児童の意見表明を保障する要件は政令で定めるもの

とすること。

5　児童の最善の利益の判断基準に関する事項

（一）都道府県、市町村が児童に対する福祉サービスにつ

いて決定する際には、「児童の確かめ得る意見と感情」、

　「児童の身体的、心理的、教育的及び社会的二一ズ」、

　「児童に対してとられた決定の結果、児童の状況の変

化が児童に及ぼす影響」、「児童の年齢、性別、背景そ

の他の特徴」、「児童の受けた、あるいは受けつつある

害」、「児童に対してとられた決定の結果、児童を監護

することとなるものが、児童の二一ズを満たすことの

できる可能性」を最大限考慮しなければならないもの

とすること。

三　　実施体制に関する事項

l

H
「障害」6）児関係福祉事務に関する事項

「障害」児関係施設への入所等に係る事務を都道府

県・指定都市から市町村に移譲すること．

（二）身体障害者更生相談所及び知的障害者更生相談所、

児童相談所「障害」児部門を再編成し、「障害者相談

センター」を都道府県・指定都市その他政令で定める

市に設置するものとすること。

（三）r障害」児の医学的、心理学的、教育学的、社会学

的及び精神保健上の判定を行う機関を、児童相談所か

　らr障害者相談センター」に移管すること．

（四）「障害」児であることが確定していない場合、ある

　いは障害の程度が軽度であって障害を有しない児童

と同等に処遇することが児童の利益になると考えら

れる場合には、児童相談所でも対応できるものとする

　こと。

2　児童相談所の設置等に関する事項

（一）児童相談所を、都道府県・指定都市その他政令で定

める市（以下「児童相談所設置市」という。）に設置

するものとすること。

（二）市町村に児童家庭福祉問題に総合的に対応する機関

を設けることとすること．これにともない、福祉事務
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所の児童家庭福祉に関する業務を当該機関の業務と

すること．また、当該事務の一部を民間に委託できる

ものとすること。さらに、これにともない、家庭児童

相談室を廃止すること。なお、指定都市その他政令で

定める市が設置する児童相談所は、当該機関となるこ

とができることとすること。

（三）児童相談所は、児童家庭福祉に係る事項のうち、専

門的判定を要する等専門的な知識及び技術を必要と

する事項及び児童の…時保護その他必要と認められ

る事項を担当すること。

（四）都道府県中央児童相談所は、その他の児童相談所、

市町村に対して必要な支援を行わなければならない

ものとすること。

3　児童家庭福祉事務の市町村移譲に関する事項

（一）児童福祉施設等への児童の入所支援・養育家庭にお

ける児童の支援等に係る事務を都道府県・指定都市か

ら市町村に移譲すること。

（二）都道府県は、市町村の児童保護の実施に関し、市町

村相互間の連絡調整、技術的援助等の必要な援助を行

うものとすること。

（三）市町村に児童家庭福祉対策地域協議会を設置するこ

と。2．の（二）の機関がその事務を行うものとするこ

と。

四　　新しい利用制度に関する事項

1　市町村の情報提供と利用の調整等

（一）市町村は児童及び保護者に対する福祉に関する必

要な情報提供、相談及び指導を行わなければならない

ものとすること。

（二）市町村は、児童及びその保護者から求めがあったと

きは、必要に応じて、福祉サービスの利用について、

あっせん又は調整を行うとともに、指定児童居宅生活

支援事業者及び指定児童福祉施設の長並びに養育家

庭に対する利用の要請を行うものとすること。

2　サービスの決定及び支援費の支給

　児童福祉法上の福祉サービスであって措置制度並びに

保育の実施、助産の実施、母子保護の実施により提供さ

れているもののうち、次の3にいう児童居宅生活支援及

び児童福祉施設支援並びに養育家庭支援について、児童

居宅生活支援費及び児童福祉施設支援費並びに養育家庭

支援費（支援費）を支給する方式を導入するため、次の

事項について規定するものとすること。

（一）市町村は、児童及び保護者が、指定児童居宅生活支

援事業者が提供する児童居宅生活支援又は指定児童

福祉施設等が提供する児童福祉施設支援又は養育家

庭が提供する養育家庭支援を受けたときは、当該支援

に要した費用について、支援費を支給することができ

ること。

（二）児童及び保護者は、支援を受けようとするときは、

市町村に申請しなければならないこと。

（三）市町村1よ　（二）の申請がなされたときは、当該児童

並びに保護者の状況について、第二、二の4の（一）に

掲げる事項等を総合的に勘案してその要否の決定を

行うこと。

（四）この場合においては、市町村は第二、三の3の（三）

の児童家庭福祉対策地域協議会を活用しなければな

らないものとすること．また、児童の医学的、心理学

的、教育学的、社会学的及び精神保健上の判定並びに

児童の一時保護を行う必要がある場合には、当該児童

を児童相談所若しくは障害者相談センターに送致し、

その判定の結果を考慮してサービスの決定を行わな

ければならないこと。

（五）児童居宅生活支援又は児童福祉施設支援又は養育家

庭支援に係る支援費の額は、指定児童居宅生活支援又

は指定児童福祉施設支援又は養育家庭支援に通常要

する費用につき市町村が定める基準により算定した

額から、児童又はその保護者の負担能力に応ずる利用

者負担額を控除した額とすること．7）

（六）市町村は．指定児童居宅生活支援及び指定児童福祉

施設支援並びに養育家庭支援に要した費用について、

支援費として支給すべき額の限度において、児童及び

保護者に代わり、指定児童居宅生活支援事業者及び指

定児童福祉施設並びに養育家庭に支払うことができ

ることとするとともに、この場合において、当該児童

及び保護者に支援費の支給があったものとみなすこ
と。

（七）市町村は、児童居宅生活支援の支給決定を受けた児

童及び保護者が、指定児童居宅生活支援以外の児童居

宅生活支援を受けた場合において、必要と認めるとき

は、これに要した費用について、特例児童居宅生活支

援費を支給することができること．

3　児童居宅生活支援及び児童福祉施設支援並びに養育

家庭支援（支援費の支給の対象となる福祉サービス〉

（一）児童居宅生活支援とは、児童居宅介護、児童デイサ

ービス、児童短期入所、児童自立生活援助、放課後児
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童健全育成及び子育て短期支援をいい、児童福祉施設

支援とは、児童福祉施設及び指定医療機関等において

提供される支援をいい、養育家庭支援とは、養育家庭

において提供される支援をいうものとすること．

4　事業者・施設の指定制度

指定児童居宅生活支援事業者及び指定児童福祉施設並

びに養育家庭の指定は、当該事業を行う者の申請に基づ

き都道府県知事、政令指定都市市長、中核市市長が行う

ものとすること。

5　児童の福祉のために必要と認められる場合の市町村

等の措置

（一）児童の福祉のため児童居宅生活支援又は児童福祉施

設支援又は養育家庭支援を利用することが必要と認

められる場合であって、保護者が当該支援の利用を申

請しない場合には、市町村は、児童相談所の意見を聞

いて、当該児童に児童居宅生活支援又は児童福祉施設

支援又は養育家庭支援を利用させなければならない

こととすること。

（二）児童の福祉のため、児童相談所を設置していない市

町村から当該市町村を管轄する都道府県の児童相談

所に送致があった場合には、児童相談所長は、意見を

付して市町村に結果を送付しなければならないこと

とすること。

（三）市町村が家庭裁判所の審判に付することが適当と認

める児童は、これを家庭裁判所に送致することとする

こと。

（四）保護者がその児童を虐待し、監護を怠り、その他当

該児童の福祉を害するおそれがあると認められると

きは、六の「児童虐待防止に関する事項」の例による

ものとすること。

（五）保護者がいない等の事情により児童又は保護者が支

援の申請を行うことができない場合には、市町村は、

児童相談所の意見を聞いて、当該児童に児童居宅生活

支援又は児童福祉施設支援又は養育家庭支援の措置

をとらなければならないこととすること。

（六）（三）～（五）の事務については、当分の間、児童相談

所を設置しない市町村にあっては、当該事務を当該市

町村を管轄する都道府県の児童相談所に委託するこ

とができることとすること8）。

6　国及び都道府県の負担

市町村が支援費として支弁する費用に係る国及び都道

府県の負担について、次のようにすること。

（一）政令で定めるところにより、国はその2分の1を、

都道府県はその4分の1を負担すること。

7　職員の配置及び資格に関する事項

（一）児童家庭福祉に係る相談、調査、指導等の業務を行

うため、市町村に児童・家庭の福祉に関する各般の相

談に応ずる職員を置くものとすること．

（二）相談に応ずる職員の資格及び任用については政令で

定めることとすること。

五　児童福祉施設の再編成及びその運営、養育家庭等に

関する事項

1　児童福祉施設の再編成に関する事項

H児童の養育・養護・生活治療（トリートメント）を

行う児童福祉施設として「児童育成ホーム」及び「小

規模児童育成ホーム（グループホーム）」を創設する

こと。これにともない、政令においてr児童育成ホー

ム」及び「小規模児童育成ホーム（グルーブホーム）」

に関し、児童の養育・養護を行う「児童養育ホーム」

及び児童の生活治療（トリートメント〉を行う「生活

治療ホーム」をそれぞれ定めるものとすること。

（二）これにともない、現行の乳児院、児童養護施設、情

緒障害児短期治療施設及び児童自立支援施設、自立援

助ホームを再編成すること。また、再編成については、

個々の施設の混乱を招かぬよう一定の経過措置を設

けるものとすること。

（三）ひとり親家庭及びその児童を保護し支援する児童福

祉施設として「家庭支援ホーム」及び「小規模家庭支

援ホーム（グループホーム）」を創設すること。

（四）r障害」児関係児童福祉施設9）の再編成を行うもの

とすること。通所により「障害」児の療育、訓練を行

う児童福祉施設として「障害児通園施設」を創設する

こと．これにともない、知的障害児通園施設、肢体不

自由児通園施設及び難聴幼児通園施設を再編成する

こと。

（五）助産施設を廃止し、母子保健法に経済的支援事業と

して新たに法定化すること。

2　児童福祉施設の業務及び運営に関する事項

（一）「児童育成ホーム」、「小規模児童育成ホーム（グル

ープホーム）」及び「小規模家庭支援ホーム（グルー

プホーム）」r家庭支援ホーム」支援児童の支援期間に

ついて、高等教育機関進学その他特別の事由がある場

合に20歳を超えて支援を継続することができるもの
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とすること。

（二）市町村は、児童福祉施設支援中の児童に対し、支援

の継続の可否に関し、児童自立支援計画に基づきおお

むね6か月ごとに審査を行うものとすること。また、

その際、児童福祉施設長及び児童の意見を聴取し、考

慮するものとすること。

（三）児童福祉施設長及び職員の守秘義務に関する規定を

創設すること。

3　養育家庭、養子縁組に関する事項

（一）里親を「養育家庭」と名称変更すること．

（二）養育家庭支援に「自立支援」、「専門的支援」、「親族

支援」、「グループホーム支援」の類型を設けるものと

すること。

（三〉「養育家庭」支援児童の支援期間について、高等教

育機関進学その他特別の事由がある場合に20歳を超

えて支援を継続することができるものとすること。

（四）市町村は、養育家庭支援中の児童に対し、支援の継

続の可否に関し、養育計画に基づきおおむね6か月ご

とに審査を行うものとすること．また、その際、養育

家庭及び児童の意見を聴取し、考慮するものとするこ

と。

（五）養育家庭の守秘義務に関する規定を創設すること。

（六〉養子縁組斡旋事業を法定化し、その業務を地方公共

団体及び養子縁組相談機関に限定すること．

（七）養子縁組斡旋の業務に関する手続きを政省令で定め

るものとすること。

4　就学前児童の保育に関する事項

（一）就学前児童は、その年齢に応じ単独で又は児童の保

護者とともに、…定の時間、基本保育を利用すること

ができることとすること。

（二）就学前児童等に対して保育を行うため、保育所及び

家庭保育員（保育を必要とする就学前児童を居宅にお

いて保育することを希望する者であって市町村長が

適当と認めるものをいう。）並びに訪問在宅保育員（保

育を必要とする就学前児童を当該児童の居宅におい

て保育することを希望する者であって市町村長が適

当と認めるものをいう。）を設ける。当該事業を実施

する者は、四の「新しい利用制度」に基づいて支援を

提供することができるものとすること．

（三）基本保育の要件並びに時間、保育及び子育て支援事

業の「新しい利用制度」に基づく利用要件、時間等に

ついては、政令で定めるものとすること。

5　設備及び運営の向上に関する事項

（一）厚生労働大臣、都道府県知事、指定都市・中核市市

長並びに児童福祉施設長及び養育家庭は．指定基準を

超えて、常に、児童福祉施設等の設備及び運営その他

児童家庭福祉の向上に努めなければならないものと

すること。

六　児童虐待防止に関する事項

（一）第29条に基づく立入調査に関し、都道府県知事が当

該事務を委嘱できる者に警察官を加えること。

（二）第28条に基づく家庭裁判所に対する児童福祉施設

　入所の承認を求める審判申立ての要件から「著しく」

　の文言を削除し、その要件の緩和を図るものとするこ

　と。

（三）保護者がその児童を虐待し、その監護を怠り、その

他保護者に監護させることが著しく当該児童の福祉

　を害する場合においては、市町村長10）は家庭裁判所に

対し親権停止の宣告の請求を行うことができるもの

　とすること．また、家庭裁判所は、親権停止中の親権

者に対し指導命令を出すことができるものとするこ

　と。さらに、これに従わない場合には、親権者の親権

　喪失宣告請求ができるものとすること。

（四）家庭裁判所の審判による入所決定については、決定

　中に期間を明示するものとすること．また、保護者及

び市町村長は、当該入所決定の取消し申立てを行うこ

　とができるものとすること。さらに、本審判による入

所決定にあわせて親権者の親権停止が行われた場合

　においては、家庭裁判所がおおむね6か月ごとに児童

　の親権者の親権回復にっいて、親権者の改善度及び児

　童の状況を勘酌しつつ審判を行うものとすること。そ

　の際、親権者及び児童の意見を聴取しこれを考慮しな

　ければならないものとすること。

（五）親権者に児童の居所を開示することが当該児童の福

祉を著しく害する場合には、市町村長は、親権者に児

　童の居所を開示しない旨の審判を請求することがで

　きるものとすること。

（六）（三）～（五）の事務にっいては、当分の間、児童相談

所を設置しない市町村にあっては、当該事務を当該市

　町村を管轄する都道府県の児童相談所に委託するこ

　とができることとすること。

七　その他の事項

1　本法その他関連法において法定化されていない児童

福祉関連施設に関する事項
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（一→6人以上の児童を入所させる本法その他関連法にお

いて法定化されていない児童福祉関連施設について、

その運営基準を定め、行政庁に対し届出義務を課すこ

と。

第三　施行期日等

一　この法律は、平成○○年○月○日から施行するもの

とすること。ただし、○○については平成○○年○月

○日から施行するものとすること。

二　身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、母子保健法、

母子及び寡婦福祉法、民法、家事審判法その他関係各

法について所要の改正を行うものとすること。

三　その他所要の改正を行うものとすること。

IVおわりに

本要綱試案作成途上においても、少年法改正法案や障

害者自立支援法案並びにそれに伴う児童福祉法改正案な

どが国会において審議されている。後者の法案が成立す

れば措置制度は残されるものの障害児施設入所決定に、

利用者とサービス提供者とが直接向き合う関係が始まる

こととなり、児童関係のその他の分野のサービス利用の

あり方にも影響を与えることが想定される。さらに、障

害児童福祉サービス決定事務の市町村移譲も視野におさ

められている．また、いわゆる三位一体改革、社会保障

改革における児童家庭福祉財源のあり方も不透明さがつ

きまとっている。

本試案は、こうした状況のなかで、当面の児童家庭福

祉制度再構築の方向性について児童福祉法改正要綱試案

の形で具体性をもたせつつ提示したものであり、今後の

動向を踏まえて随時加筆修正が行われていく性質のもの

であることを附記しておきたい。
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8）市町村の事務を都道府県の行政機関に委託することの意

味やその可能性についてはさらに詳細な検討が必要であ

り、研究班においても意見の分かれるところであったが、

ここでは、問題提起の意味合いを込めて提示しておくこ

ととした。

9）r障害」児関係児童福祉施設については別途再編成を考

慮することが必要であるが、本稿においては検討を行っ

ていない。
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において都道府県とすべきとの意見も強かったがさらに

検討を重ねることとし、ここでは、全体の整合性の観点

から市町村としておくこととした。
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V考察
本試案は、作成途上のものであり、研究班会議におい

ては、まだ結論を見ていない事項も含まれている．以下、

1～6は、研究メンバーによる、試案に対するコメント

である賦これらを念頭におきながら、次年度において

試案の最終策定を行うこととした。

1　児童家庭福祉行政の地方間分権に関する考察

　～本試案における児童家庭福祉対策地域協議会の

　検討を通して～

本試案では、第二の三の3にr児童家庭福祉事務の市

町村移譲に関する事項」として、市町村に「児童家庭福祉

対策地域協議会」を設置することを挙げている．そして、

この協議会の事務は、以下の機関が行う。第二の三の2

において市町村に児童家庭福祉問題に総合的に対応する

機関を設けることとし、これにともない福祉事務所の児

童家庭福祉に関する業務を当該機関の業務とすることと

し、当該事務の一部を民間に委託することができる、と

している．また、サービスの決定及び支援費の支給につ

いては、市町村は上記協議会を活用しなければならない

ものとすること、としている。

　r児童家庭福祉対策地域協議会」の活用は都道府県と

市町村間の役割分担、すなわち市町村において第一義的

に、さらに総合的な児童家庭福祉行政を実施する際の大

きなポイントとなるといえる。

現在、児童福祉法の第25条の2において、市町村はr要

保護児童対策地域協議会」を設置できる旨を規定し、さら

に子ども・子育て応援プランにおいて今後5年以内に全

市町村に設置するという整備目標を掲げており、今後、

全国の市町村が「要保護児童対策地域協議会」という協議

会の組織をもつことになる。すなわち、この協議会をい

かに活用し、児童の福祉を図るかが、市町村の役割強化

に影響するといってよいであろう．

　厚生労働省の調査によると、平成16年5月現在、児

童虐待防止市町村ネットワークは全国の市町村のおよそ

半数に整備されている。今後このネットワークが要保護

児童対策地域協議会へと移行していく可能性が高いと考

えられる。しかし、要保護児童対策地域協議会の対象と

する「要保護児童」という表現は先述の厚生労働省の調

査で問うている「児童虐待防止以外の業務分野」の中で

挙げている児童虐待防止をはじめ、非行対策、障害児支

援、不登校等を指したものではないかと捉えられる。つ

まり、全ての子どもとその家庭を対象にしてはいない。

本試案の「児童家庭福祉対策地域協議会」は、全ての子

どもとその家庭が対象であり、要保護児童のサービスと

子育ち・子育て支援サービスとの連続性を図ることを見

据えている。すなわち、この協議会を導入することによ

って、地域において全ての子どもが連続1生をもって育ま

れることが保障される可能性があるということになる。

つまり、都道府県と市町村間、あるいは問題別に分断さ

れながら実施されている現在の児童家庭福祉から、子ど

もが生き育まれる場所である市町村において、先述のよ

うに分断されることなく、連続性をもった新たな児童家

庭福祉を展開することへとつながる。

　今後、市町村が児童家庭福祉行政を第一義的に担うた

め、そして児童家庭福祉行政が一貫して連続的に実施さ

れるために、柏女ら1）の調査研究を踏まえたうえで、財

政的支援以外に克服すべき主な課題を挙げる。

①児童福祉の経験の少なさに伴うノウハウの不十分

さを補うこと。②児童福祉専門職の確保、あるいは児童

福祉を担う専門性の確保をすること．③児童福祉専門職

が少ない中での専門的援助を工夫すること．④児童福祉

を支える行政職員の人事異動による専門的援助の継続性

を補うこと。⑤児童福祉サービスを効率的に実施する自

治体の規模を考えること．⑥市町村における児童福祉の

実効性を上げること、この6点である。

　これらを達成していくために木試案の「児童家庭福祉

対策地域協議会」の活用が有用ではないかと考えられる。

ただし、この協議会の活用にあたっては、以下の12の視

点を考慮することが必要となる。

　まず、柏女幼は、児童福祉実施体制について歴史的検

討経緯の分析および新たな児童福祉問題への対応を考慮

した場合の、児童家庭福祉行政実施体制検討のための基

本的視点として、①一体性、②専門性、③広域性、④公

平性、⑤効率性、⑥一貫性、⑦介入性、⑧レヴュー機能、

⑨地域牲、⑩利便性を挙げている．

　また、柏女粉は、これら10点の基本的視点の正当性な

らびに整合性について検討・考慮することが必要と述べ

ている．さらに、柏女らによる上述の調査のみならず複

数の調査から、「子ども家庭福祉サービス供給体制検討に

当たっては、特に分権化に関しては、上記の視点のうち、

「地域性」「利便1生」の確保とr効率性」「専門性」の確

保と両立、整合性の担保が重要であることが指摘できる

結果であった．」と述べている。

　この10の視点は、児童家庭福祉行政における地方間

分権をめぐる都道府県と市町村の適切な役割分担、市町

村の役割強化の可能性を考察する際、非常に重要な総合

的視点と考えられる。
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　さらに筆者は、市町村において児童福祉行政実施体制

を整える意義として、また市町村における児童家庭福祉

行政実施体制の在り方を考察する際の視点として、「実効

性」と「機動性」を挙げておきたい．「実効性」とは、児

童の最善の利益のために児童本人やその家族、関係機関

にどれだけ働きかけることができるか、さらには児童の

福祉のためにある制度・施策をどれだけ届けることがで

きるか、という視点である。「機動性」とは、どれだけ迅

速かつ細やかな支援を実施することができるか、という

視点である．この2つの視点は、市町村において児童福

祉行政を第一義的に担うことのメリットを表しているこ

とを付け加える。

　児童家庭福祉対策地域協議会の活用は、児童家庭福祉

行政の実施体制を都道府県から市町村へと移譲する可能

性を多分に含んでいると考えられる。柏女の10の基本

的視点と筆者の挙げた2つの視点から、市町村において

児童家庭福祉行政実施体制を整備することのメリットや

デメリットを考慮しながら、この協議会の活用によって

新たな児童家庭福祉行政実施体制の在り方を模索すべき

である。

　今後の児童家庭福祉行政実施体制の地方間分権につ

いては、市町村における児童家庭福祉対策地域協議会の

積極的かつ計画的活用によって、具体的な進展を期待で

きるといえよう。

引用文献

1）柏女霊峰ほか（1998）r区市町村における児童家庭福祉行

政と実施体制一児童育成計画及び児童家庭福祉行政事務

移譲に関する意向調査を通して一」r日本子ども家庭総合

研究所紀要』第34集日本子ども家庭総合研究所、

　15H71．
2）柏女霊峰（2004）r現代児童福祉論第6椥誠儲房、

　109－110．

3）柏女霊峰（2001》r養護と保育の視点から考える子ども家

庭福祉のゆくえ』中尭去規、41－43．

参考文献

佐藤まゆみr今後の児童福祉行政実施体制の在り方に関す

　る研究～地方間分権に関わる潮流の概観、考察を通して

～j　r淑徳社会福祉研究』第12号　淑徳大学社会福祉学

会近刊
　　　　　　　　　　　　　　（佐藤まゆみ）

2　基本保育について

本稿では、児童福祉法等一部改正要綱試案、2．要綱

試案の基本的方針（9）に提示されている「基本保育制度」

についてその基本となる考え方及び背景を概説すること

により、今後検討すべき課題を示したい。

　「基本保育」とは「すべての就学前児童に、その年齢

に応じ、単独又は保護者とともに一定の保育時間を保障

する」ものであり、すべての子どもが親の就労や経済的

状況、また世帯の事情にかかわらず、子どもの年齢とい

う条件に応じて等しく保育を受ける権利を保障するもの

として提案されている。ここで特に強調されるべきこと

は、「義務」ではなく「権利の保障」という点である。

　基本保育におけるr保育」は従来使われてきたr保育」

の概念とは相違している部分もあるため、その目的、対

象内容、サービス提供者、実施方法、財源等の点から

整理されるべきであるが、現時点ではその全体像が構築

できているわけではなく、さらに議論が必要である。こ

こでは、まずその目的を明確にしたい．

基本保育の目的は「子どもは、人と人との関わりの中で

こそ健全な成長が図られる」という基本的視点に立ち1）、

どの子どもも親や家庭との関わりだけで成長するのでは

なく、さまざまな大人や異年齢・異世代の人たちとの関

わりを持ちながら成長できる環境を公的責任として保障

し、地域社会や地域住民が社会的責任の下にそれを実践

していくことであると言える。地域社会の崩壊や核家族

化に伴い、保護者との関わりの中でだけ育つ子どもの増

加や、保護者特に母親の育児負担の増大や孤立といった

かつては見られなかった状況が、ともすれば子どもの好

ましい発達を阻害する要因となるという実態を踏まえ、

子どもにとっても保護者にとっても、社会との関わりを

広く持ちながら、子育てをする環境を整えることを目的

とするものである。

　そのため、基本保育の対象とは、すべての子どもとそ

の保護者である．ただし、基本保育の内容としては先に

述べた目的を持つため、保護者との親子登園や、親子交

流スペースの活用なども基本保育に含むところが特徴で

ある。現在「保育」という名の下に行われているのは、

保護者が仕事や病気などの事情により子どもを養育でき

ない条件下にある場合に、その子どもを「保育に欠ける」

と判定し、その子どもの発達支援を保護者に代わって行

う保育、また、保護者の非定型的な就労や社会参画、あ

るいはリフレッシュのための一時保育や特定保育、さら

には子どもの居宅又は保育者の居宅で実施される在宅保

育など、保護者のいない間の一定時間を、子どもが養育

者である保護者以外の人と過ごすことを基本とするもの

である。しかし、基本保育における「保育」は、子ども

が親から離れたところで、親子が別々に過ごすことだけ
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を限定的に指すものではなく、現在子育て支援サービス

としてとらえられている親子が他の親子と共に過ごすも

のも含まれる．

　このことは保育士が法定化されたことにより、保育士

の業務がr児童の保育」のみからr保護者への保育指導」

も含む孟）のとして拡大されたことと同様に、「保育」とい

う営みがいかなる施設、設置運営主体、保育者によって

行われていても、子ども自身への発達支援だけでなく、

家庭への保育援助、支援が含まれるものと解釈すること

が理解につながりやすいものと考える．

次に、サービス提供者としては認可保育所がその中心

となると考えられるが、一つの施設類型だけが利用可能

となるのではなく、幼稚園、つどいの広場などの親子が

交流する場、在宅保育なども同様にサービス提供者とし、

利用者の側にも、サービス選択を可能とする。ここでは

特に、「保育に欠ける要件」を利用の前提としてきた認可

保育所が、その対象を「すべての子ども」又は「保育を

必要とする子ども」へと拡大し、さらにその利用日数や

時間帯を規定しないものとすることが必要になる。また、

現在法的な規定のない在宅保育については、家庭保育員

や訪問在宅保育員を法的に位置づける必要がある（要綱

試案五　児童福祉施設の再編成及びその運営、養育家庭

等に関する事項　4　就学前児童の保育に関する事項
（二）参照）。

　この構想の理解を促すために、具体的に例を示すと、

子どもが0歳児の間は週に2回4時間まで、1歳になれ

ば週に2回8時間まで、2歳では週に3回12時間まで、

3歳以上は週5回1日4時間まで、保育を利用する権利

を保障する。保護者はその時間までは、親子ともに、ま

たは子ども単独に、その希望や状況に応じて利用サービ

スを選択することができるものとする。つまり、現在あ

るサービスを活用するものであるが、その運用において

は、利用者の自由な選択が最大限に確保されなければな

らない。さもなければ現在さまざまなサービスを利用

するに至っていない子育て家庭の状況に変化が見られな

いことも危惧されることから、現状の保育資源を活用し

つつも大胆かつ柔軟な意識改革が必要とされるところで

ある。

　基本保育制度を導入することのメリットは、特に在宅

で低年齢児の子どもを養育している家庭が、新たな意味

でのr保育」サービスを利用しやすくすることであり、

必要があるにもかかわらず、どのサービスも利用してい

ない家庭を発見しやすくする効果も期待できるであろう．

　この基本保育で規定される保障時間を超えて必要とさ

れる保育二一ズ（保護者の就労や病気等〉や福祉的要件

として勘案されるべき家庭の諸事情を如何に制度に組み

込むか、また基本保育の財源については更なる議論が必

要であり、ここで意見を述べることは差し控えたい。し

かし、昨年度実施された有識者へのヒアリングにおいて

も2）、保育の対象を「保育に欠ける子ども」から「保育

を必要とする子ども」「すべての子ども」へと拡大するこ

とについてはほぼ合意が得られており、また家庭で子育

てをしたい人が子育てしやすい環境を用意することの必

要性も強調されており、「基本保育」として、すべての子

どもに年齢に応じて一定の保育時間を保障するという点

については、理解が得られやすいと考える。

2005年度にモデル事業として実施されている総合施

設は今後の保育システムのあるべき姿を部分的に先取り

して実施しようとするものと見ることができる．すなわ

ち、①すべての子どもが対象、②そこでの子どもの過ご

し方が限定されていない（保育所、幼稚園、交流の場の

親子利用）、どれを利用するか選択が可能、③応益負担・

同一料金という点においてである。現在は、それぞれの

制度の中での規定に縛られているが、総合施設の実際の

運用がその縛りを動かすきっかけになることが期待され

る。

財源の間題、運用及び評価システムの構築等、課題は

山積しているが、保育システムの再構築に向けて歩を進

めるべき時がきており、「基本保育」をその基本的方針と

することが適当であると考える。

文献

1）柏女霊峰　　r次世代育成支援と保育』全国社会福祉協

議会2005

2）柏女霊峰（主任研究者）r子ども家庭福祉サービス供給

体制のあり方に関する総合的研究』厚生労働科学研究費補

助金子ども家庭総合研究事業　2005

3）網野武博　　r児童福祉学』中央法規2002

　　　　　　　　　　　　　　　（尾木まり〉

3　虐待防止施策及び社会的養護サービスのあり方と

　　r試案」一r子どもの権利擁護サービス」の性格

　付けの観点から

（1）論点

　一連の法改正及びr試案」においても、市町村の果た

す役割が強調されている。しかし、少なくとも現状にお

いて、市町村に対する信頼はさして厚いものではない。

技術的な課題については、児童相談所の後方支援機能の

強化と、市町村への権限付与と財源保障により解消され

るとしても、やはり子育て支援サービスと、介入や調査
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機能を含む権利擁護サービスの持つ本質的差異について、

「試案」レベルにおいて充分な検討を要すると考える．

　子どもへの虐待対応は、国際的にも子ども家庭福祉に

かかる最大の課題のひとつであるが、法に基づく事実認

定が重要であることは共通していると思われる一一保護

者のサービス利用意志は、実践方法論上のイシューを構

成するに過ぎない。制度論の姐上では、被害を受けてい

る子どもの最善の利益を国家がパターナリスティックに

（サービス利用意志とは関係なく）保障することの正統

性を求めるからであろう．そのため、①国家は子どもへ

の虐待が子どもに対する権利侵害行為であることを明記

する、②権利侵害に対しては国家がその責務として適正

に介入することを明記する、③したがって子どもの虐待

が事実として発生していることを国家は介入根拠として

示さねばならない、という論理構成を求める．国家が法

による統治を受けている限り、その行為の正統性に関し

て司法が関与することは避けられないし、サービスの構

成も、＜理念＝利用者主体＞／＜供給方法＝支援費制度

＞に基づく市町村ベースのものとは本質的に異なるもの

とは考えられないだろうか。

（2）具体的検討事項

　以上の議論を踏まえ、「試論」に対して提起を行う。「試

論」だけでなく、現在の改革方向性に反する事項もある

が、権利擁護サービスの性格付けを踏まえた間題提起と

して考えられるものである。

①児童虐待の通告先は一元化すること

　一連の法改正とは逆行することであるが、子どもの虐

待対応にかかる情報を…元的に管理することで、通告受

理機関は、ある一定区域内の情報を一元的に管理し、当

該区域を超える情報提供などで一定の役割を果たすこと

ができる。私立の学校等へ市町村域を超えて通学をして

いる場合にも、通告の一一元化はメリットを提供すること

となろう。

　もちろん、多くの通告が学校等市町村の公的機関から

のものであることを鑑みれば、市町村通告を残しておく

ことで、「ちょっと気になる」ケースの通告が行いやすく

なるなど、メリットもあることは同時に考慮すべきであ

ろう。

②児童虐待の認定に関して家庭裁判所の判断を仰ぐこ

　　と

　子どもへの虐待が、子ども及び保護者双方に対して適

正な手続きを保証することを要求する、すなわち法的な

観点から権利侵害にかかる事実認定を要するものである

と仮定すれば司法関与は保護者の意向に関わらず求め

られる。したがって、児童虐待の防止等に関する法律に

通告

国一都道府県

［子ども権利擁護

　　システム］

・通告受理機関

・専門調査機関

・専門治療機関

（福祉警察ユニット、

ホスピタル・エット

など）

【司法関与によるi

適正手続きの保障】　1

・虐待の認定

虐待の認定なし、あるいは結果の

重大性力蕩懸念されない

　　　　　　　　市町村
　　　　　［子ども家庭支援システム］

・総合窓口（基本的調査機能を含む）

・児童居宅生活支援サービス提供機関

・児童福祉施設入所支援サービス提供機関

・養育家庭支援サービス提供機関

図　権利擁護の仕組みと市町村の位置づけ（対案）

定める児童虐待の定義に該当する事項を発見した場合に

は、これを家庭裁判所の判断に基づき、児童相談所が児

童居宅生活支援又は児童福祉施設入所支援又は養育家庭

支援の措置をとることとする。

③子どもの虐待への介入・調査権限は、専門機関に付

　与すること
　「試案」においては、措置権限を市町村に付与してい

る．これにより、高齢者福祉や障害者福祉との整合性が

図れるし、何より市町村が社会的養護サービス実施体制

を整えるインセンティヴになることは見逃せない．技術

的な側面を支えるマンパワーが整えば実現可能性は高

いとも考えられる。

　ただし、子どもの権利擁護サービスの一環である措置

行為の主体は、本質的には国家であろう．措置の失敗に

より権利侵害が助長されたり、引き起こされたりした場

合、その責任は各市町村行政ではなく、国家に負わされ

るものとなる．国家は、適正手続きと措置行為の適確性
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担保に関する最大限の制度的努力をしなければならない．

　そのために、司法関与は不可避であり、また、司法に

適正で適確な報告を行い、提言を行うスペシフィックな

実践領域形成が予期される。とくに、性的虐待や死亡事

例のように、警察や検察が関与し、また小児精神科医や

心理学者等によるトラウマ評定などを、子どもの安心・

安全を確保しながら実施するための仕組み（たとえば、

警察と福祉が一体的に機能する福祉警察ユニットや、同

様に医療と福祉によるホスピタル・ユニットなど）は我

が国において決定的に欠けているといわざるを得ない．

　このための人員確保は、NPOや病院に委託することが

あったとしても、基本的にはスケールメリットを生かす

ような方向性で考えられなければ現実的なものとはなら

ないだろうし、地方での自由裁量よりも国家による統制

が本質的に要求されると考えられる。

（3）小｝舌

　以上、3項目にわたって具体的な検討事項を述べてき

た。「試案」は、市町村域で、すなわち住民基礎サービス

の一一つとして子ども家庭福祉が位置づけられる方向性を

見通しており、そのこと自体は筆者も重視している。た

だ、「子どもへの虐待は犯罪ないしその連続線上にあるも

のである」という国家的意志と、「子どもへの虐待問題を

地域で解決する」という地域福祉理念を、統合的・連続

的に考えていくことは、実は子ども家庭福祉に先行して

改革が進められている高齢者福祉や障害者福祉でも整理

されていないのではないだろうか．筆者自身、充分な整

理をした上での検討事項とはなっていない力叉本質的論

議を抜きに「統合性」「連続性」ということばが安易に使

用されることのないよう、学術的な検討を進める材料と

して提起するものであることを付記しておく。

参考文献

厚生労働科学研究（子ども家庭総合研究事業）r子ども家庭

　福祉サービス供給体制のあり方に関する総合的研究』（主

　任研究者・柏女霊峰）、2005年．

　　　　　　　　　　　　　　　　（澁谷昌史）

4　改正方向と次年度に向けての検討課題について

　今回の要綱試案作成は、皿研究結果の1「児童福祉法

等の…部を改正する法律要綱試案作成上の前提条件」に

示す（1）～（3）及び2「要綱試案の基本方針」に示

す（1）～（9）に基づいて実施したものである。した

がって、中期的に実現可能な現実的な改正を念頭に置い

たものである。このため、現実問題にとらわれて長期的

展望や他制度との調整という視点が不足しがちはないか

という危倶がある。以下に示す（1）改正方向について

は、長期的視点からみても優先すべき事項であるし、（2）

次年度に向けて検討すべき課題については、より踏み込

んだ検討を次年度におこなうことが望ましい事項である

と思われる。

（1）改正方向について

　第1は、市町村を中心とするサービス提供体制を目指

すことを基本とすることである（要綱試案三など）。比較

的身近な市町村をサービス利用の窓口とすることにより、

利用者にとって利用しやすい児童家庭福祉サービスを総

合的に提供することが可能となる。また、市町村にあっ

たサービスメニュ…の設定をしやすくなることもプラス

である。このため、この原則を設定し、実行に移してい

くことは有効であると思われる．

　第2は、行政と司法との関係である。虐待などへの対

応などをめぐり、親権者の権利を制限することによって

児童の権利を守ることとなるケースも見られる。このた

め、従前に比べると、司法機関の判断に基づいて児童を

施設に入所するという判断を行った方がスムーズな対応

を行いうるケースも増えてきている。このため、司法機

関の関わりを従前に比べて多くする方向で当面進んでい

く必要がある。

　第3は、法律の題名をr児童家庭福祉法」とし、児童

の自立に深い関わりを有する家庭との関係を法律上明示

することである（要綱試案一の1など）。このことは、児

童を支援するために、現実にもおこなっている家庭への

関わりを法律上明示することにより、家庭の代表とも考

えられる保護者に対しても支援を行う側の専門職に対し

ても、また、国民全体に対しても、児童への支援をおこ

なう上で家庭との関係により積極的にかかわることの必

要性を明示することになる。

（2）次年度に向けて検討すべき課題

　その上で、検討の必要性を感じつつも、前提条件との

関係などで、必ずしも充分には検討できなかった事項の

代表として次の3点を指摘したい．これらの課題は、他

制度との関係も深くどこまで要綱試案に盛り込むべきか

については躊躇すべき点もあるが、要綱試案に盛り込む

方向で検討をする必要を感じる．

　第1に、社会福祉法人やNPOなどが、児童家庭福祉

分野で充分に活躍しうるように、これらの団体の活動を

支援するような環境整備を急いで行う必要がある．具体

的には、①民間部門の役割をより鮮明に法律上規定する

こと、②民間蔀門σ）活動を支援する役割を国や地方自治

体に付与することなどが考えられる．

　第2に、本研究では研究の前提条件として外している

が、親権制度をめぐる児童福祉法と民法との関係につい
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てより整理する必要がある。例えば、親権を制限する事

項く要綱試案六＞については、2004年児童福祉法改正な

どにより今後も増えることが予想される。そのことに機

敏に対応しうる制度休系とするためには、民法上の親権

規定を児童家庭福祉という視点から見直す必要がある。

具体的には、児童虐待問題への対応などにおいて、保護

者や後見人等の家庭環境の改善に関する努力を促すため

には、親権を「オール・オア・ナッシング」と捉えるだ

けではなく、親権の部分的停止や親権の一時的停止く要

綱試案六（四）＞について、民法の修正をも念頭におい

た対応をする必要がある。

　第3は、地方分権との関係についてである．要綱試案

では、基本方針として、市町村を中心とするサービス提

供体制を目指すこととしている．基本的方向性として正

しい。しかし、児童虐待分野における親権停止及び喪失

の宣告請求に関しては、かなり強い公的権限行使にかか

わることであり、児童本人や家庭との直接的関わりが多

い市町村が実施するよりも、都道府県が責任を有すると

いう仕組みにしたほうが良いと考える。また、ひとり親

家庭及びその児童を保護するr家庭支援ホーム」及びr小

規模家庭支援ホーム」などについては、意図的に遠くの

ホームに入所することが利用者にとって有効な場合も多

い。そのようないわゆる「広域措置」についての具体的

配慮を充分に行う必要がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（新保幸男）

5　r障害」児関係福祉サービスの展開と実施における

　論点一r試案」における方向性と課題を中心に一

（1）障害児者自立支援施策のターゲット

　本稿における「試案」の作成と同時期に、障害児者福

祉関係の法体系や事業体系の見直しがすすめられてきて

いる．発達障害者支援法が、平成16年12月10日に公布、

平成17年4月1日より施行された。また障害者自立支援

法案が平成17年2月に国会へ上程されている。一連の障

害者福祉法体系や事業体系の見直しは、障害者基本法を

ベ…スとしながら、自立支援という観点から、次のよう

な論点として検討がすすめられている。①障害者の福祉

サービスの一元化、②障害者の就労支援、③地域の社会

資源活用のための規制緩和、④公平なサービス利用のた

めの手続きや基準の透明化、明確化、⑤増大する福祉サ

ービス等の費用負担を支え合う仕組みの強化という論点

である。また、児童福祉に関して、児童福祉施設体系・

事業体系においては、当面、①措置権の都道府県から市

町村への移譲と障害児者の制度の…体化、②児童の年齢

や障害程度などのちがいにより混在している施設・事業

体系の再編、③教育と障害児福祉の連携と親への支援を

含めた発達支援・育児支援体系の整備、という論点があ

る（平成16年10月及び17年2月障害保健福祉関係主管

課長会議資料）。

　これらの論点から、障害児を含む障害者自立支援施策

のターゲットとして、次の諸点が重要となってきている

ことがわかる。第一に、障害の種別にかかわらない自立

支援という方向性、第二に、子どもから大人までのサー

ビスの連続性、第三に、市町村を中心とするサービスの

実施体制、第四に、利用の仕組みにおける措置から契約

への移行、等である。

（2）「試案」における方向性と課題

　以上のような障害児を含む障害者自立支援施策のター

ゲットに対して、本稿における「試案」にみる方向1生と

課題は、次のような論点として整理することができる．

①市町村を中心とする実施体制の整備について

　「試案」三の1の（一）では、障害児関係施設入所事

務の市町村への移譲、市町村を中心とする実施体制の構

築をとりあげている。これは、地域の実情にあわせた取

り組みという方向性を基本としながら、現在支援費制度

で行われている市町村単位の利用者事業者が直接的に向

き合う関係を居宅支援だけでなく、施設利用の仕組みを

含めた総合的な仕組みとして位置づけていこうと考える

ものである。利用の立場から見れば、施設・事業のメニ

ューが一元化され、選択利用がしやすくなるというメリ

ットを活かすことができる。この際、当然市町村ごとの

相談体制やサービス利用体制の問題への対応として、「試

案」四の1において新しい利用制度に関して市町村の情

報提供と利用調整に関する義務を、また「試案」四の5

児童の福祉のために必要と認められる場合の市町村の措

置を位置づけている。

　市町村を中心とする体制の今後の検討課題は、利用者

（子ども、親等の保護者）に近い市町村の体制の巾で障

害の種類や年齢によって分断されない継続的な相談支援

の体制を具体化するということである．また、施設・事

業体系の整備については、市町村単位では厳しい現状が

あり、市町村間の調整や広域的な利用の円滑化の道しる

べをつくっていく必要があろう。

②障害者相談センターの機能について

　「試案」3の1では、（二）障害児相談部門の再編と

都道府県・指定都市の障害者相談センターの設置、（三）

障害児の総合的判定機能の児童相談所から障害者相談セ

ンターへの移管が提案されている。都道府県・指定都市

における障害者相談センターの機能は、障害児相談およ

び判定における専門性の強化とともに、子どもから大人
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一までの連続した相談利用体制をめざすものである。また、

都道府県・指定都市における設置については、強い専門

性を確保した上で、利用者に近い地域の相談窓口の強化

をめざす方向性として提案されている。さらに、市町村

単位の実施体制において課題となる市町村間の調整や広

域的なサービス実施体制の可能性を標榜するものである．

　障害者相談センターの機能についての検討課題は、一

般の子育て相談における障害福祉の二一ズをどのように

強化された専門性へつなげていくかという課題である。

子どもの発達支援という観点から、また障害の受容とい

う観点から、障害児の専門相談は、市町村の一般子育て

相談との関係が重要である。さらに、当該センターの設

置において現行の児童相談所における障害児相談支援機

能のもつメリットをどのように再編していくかも十分な

検討が必要であろう。

③障害児支援の利用制度について

　すでに若干ふれたが、障害児支援という問題の特性に

対する利用の仕組みへの対応が求められている．「試案」

3の1では、（四〉児童の状況にあわせた児童相談所の対

応において、障害児であることが確定しない場合、障害

の程度が軽度であって障害を有しない場合と同等の処遇

が児童の利益になると考えられる場合の児童相談所の対

応がふれられている．これは、法制度の谷間となってき

た発達障害への支援を法体系として整備してきた主旨の

もと児童相談と障害者相談との連携の方向性を提案する

ものである。また、保護者が障害の受容に困難をもつ場

合や障害福祉サービス利用が必要であるにもかかわらず

利用に至っていない場合など、「試案」四の1や5にっい

ては、利用者と事業者が直接向き合う関係における市町

村等公的な主体の役割を明確化する方向性を示している。

さらに、これらの新しい利用制度に関する事項は、障害

児支援費制度のしくみを他の子ども家庭福祉サービスヘ

とひろげていく方向性を提案しており、障害児支援と…

般子育て支援の谷間の問題を扱っていく議論となるであ

ろう。

　（3）　ノj寸舌

　現行の支援費制度を中心とする地域の療育支援システ

ムには、利用者（子ど斐）、保護者〉の相談からサービス

利用にいたる間の専門性の連携の課題がみられている1〉．

本稿のr試案」の論点整理は、制度の基本的考え方もあ

れば細部に入っていく点もありいまだ議論の濃淡が激し

いのである力斗次年度の検討作業では、次の諸点がポイ

ントになると考えられる．①発達や障害の課題をかかえ

た家族が初期段階でどの窓口にたどりつきいかなる専門

職が専門性のネットワ…クをつくっていくのかが利用者

に明確で利用しやすいものとなること．②子どもと保護

者へ総合的、継続的、安定的に関わっていく支援体制の

しくみとなること．③専門職と地域の社会資源との連携

が、子どもと家族とを一体として対応する方向性ですす

められること。以上を中心に「試案」の検討作業をすす

めていくこととしたい。

文献

D柏女霊峰（主任研究者）r子ども家庭福祉サービス供給体

制のあり方に関する総合的研究』厚生労働科学研究費補助

金子ども家庭総合研究事業　2005．

　小林理・横山寛子・豊田淑恵・喜多祐荘r保健・医療・

福祉専門職の連携の実態と課題＝子どもの問題をかかえる

2家族をとおして分析」r東海大学健康科学部紀要』第10

号　東海大学健康科学部　200531－38．

　　　　　　　　　　　　　　　（小林理）

6　総括　要項試案の最終策定に向けて

　著者らによるr児童福祉法の改正をめぐって1次なる

改正に向けての試案』が提示されてから、8年が経過し

た。その時点ではきわめて開拓的な提案であった「子ど

も家庭支援」の総合的視点、r子どもの最善の利益」の具

体的視点は、その後の一連の児童福祉法等の改正、新法

の制定を通じて、法制度の体系の中でも相応に組み込ま

れてきた。

　今回の研究で示された試案は、児童家庭福祉において

なお問題や課題の多い児童及び子育て家庭の現実やその

二一ズと施策体系との乖離に目を据え、今後特に求めら

れる制度、施策の改善、改正を検討することが主眼であ

った。

　その論議を経て示された柏女試案の基木方針は、実に

詳細な具休的な提示がなされた一方で、しかし今後の子

ども家庭福祉の方向を大きく左右する根木的、本質的課

題をも明示している。考察における各小括は、それらの

重要な論点を明らかにし、今後の検討を求めているとも

いえる。ここでは、とくに以下の二点に絞り総括とした

い。

（1）児童家庭福祉における公的責任、権利、義務の体

　　系
　これまでの児童家庭福祉にかかわる二一ズとその施策

体系との乖離について検討を加え、より有効な制度、施

策を展開する上で、最も重要な課題は、研究目的に記さ

れているように、分権化、連続化、統合化の推進、充実

であり、その方向性はまた児童及び家庭のウェルビーイ

ングの促進に直結するものであると考えられた。とくに
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分権化に関しては、礼会福祉における他の分野と同様、

今後すべての児童家庭福祉分野において市町村が主体と

なって充実、強化を図ることについては、本研究グルー

プ内において何の異論もみられなかった。とりわけ現行

児童福祉法の定める要保護児童対策地域協議会をも包含

するすべての児童と子育て家庭を視野に包み込んだ児童

家庭福祉対策地域協議会の設置とその適切な運用は、き

わめて重要な方向である。しかしながら、本研究グルー

プ内で必ずしも見解が一致しなかった議論があった．そ

れは、子どもの権利擁護に係る公的な権限、義務の位置

づけである。

　社会福祉における他の分野では、利用者の権利擁護や

利用者主体の原則を重視することは、必然的に利用者の

当事者能力の尊重、自助的自立の重視と重なってきてい

る．しかし児童家庭福祉とりわけ児童福祉におけるこれ

らの原則の重視は、子どもという特性すなわち、利用者

としての当事者能力に限界があること、自助的自立より

も依存的自立を必要とすることから、社会福祉全般の動

向や方向性と 一休化した制度や施策の展開を図ることに

ついては、慎重でなければならない。この特徴こそが、

児童家庭福祉においては子どもの権利擁護、権利保障に

あたって私的責任（自助）、社会的責任（共助）、公的責任

（公助）の均衡ある体系が求められる所以である．改正の

要点二一2－H、（二）、（三）、3及び4に示されてい

るように、自助、共助、公助の体系化、そして公助にあ

たっての児童・保護者の意見・意向の尊重は、その基木

線である．

　しかし、これまでのウェルフェアを基本とする児童福

祉においては、国家責任としてのパターナリズムが制度、

施策に色濃く反映していた。具体的には、この試案にお

いても重視され種々方向性が議論されている児童虐待を

はじめ、きわめて要保護性の高い問題に関し、子どもの

権利と親権者・保護者の権利が対立・対峙するような場

合、またきわめて非行性の高い問題に関し、子どもの権

利・義務と親権者・保護者、社会、市民、国民の権利、

義務や二一ズが対立、対峙するような場合などに、公的

介入という手法でこのパターナリズムに基づく行政や司

法の運用がなされてきた．つまり、これらの児童福祉問

題に関しては、公的責任として国及び都道府県（指定都

市）の権利、義務、責任が重視されてきた．この論点は、

児童福祉を包含する児童家庭福祉における市町村主休の

根幹にかかわってくるものであり、とくに、要保護児童

に係る子どもの権利擁護を図るための市町村の権限、義

務のあり方での議論を呼んだ．

　試案の方向は、四一5，6及び六一（・…～（五）に示さ

れている。国の直轄とされている司法上の制度に関して

は、本研究では親権制限における公法（児童福祉法）と私

法（民法）との統合に関する論点整理について判断を留保

するという前提ですすめたため、両法の連携、協働のあ

り方が問われた．国、都道府県（指定都市）、市町村間の

体系及び司法（国）との関係については様々な議論がなさ

れたが、今後なお議論を重ねるべき課題が多く、まだ共

通の結論には至っていない。

　とくに今後検討すべき重要な課題として、公的責任行

使の体系に関する議論に加え、①市町村における子育て

支援サービスと要保護児童福祉サービスとの連続性②

国及び都道府県・市町村の責任とくに法令・条例、財源

負担・補助、③市町村における児童相談所設置義務④

これら行政と司法との連携・協働をあげておきたい。こ

の課題と深くかかわる市町村相談業務体制と都道府県・

指定都市・中核市児童相談所との関係については、根本

的な制度改革も視野に入れる必要が生じてきている。従

来の児童相談所体系に限らず、公的責任を行使する拠点

として児童権利擁護センターを都道府県・指定都市乃至

市町村に独立設置する可能性についても検討する必要が

あると考える．次年度の検討課題として指摘しておきた

い。

（2）児童家庭福祉における社会的責任、共助の体制

　改正要綱試案が前試案からさらに進展した内容として

特徴づけられるものは、従来の、自助を前提とし自助に

支障や限界がみられた場合に公助が機能するシステムか

らの脱皮であり、児童及び子育て家庭のウェルビーイン

グにかかわる二一ズヘの制度的及び施策的対応の拡大で

ある。その特徴は、制度や施策の連続化、統合化とも深

く関連しているとともに、分権化によるきめ細かい二一

ズに対応する体制の確立にあり、さらにサービスのメニ

ューやバリエーションを広げ、公助とともに共助の体制

を整備し強化することにある．これらの方向は、研究グ

ループとしても共有する重要な視点であり、試案に含ま

れる諸施策や事業の制度化と有効な運用が期待されるも

のを多く含んでいる．

　四一1，2及び3に示す居宅支援、施設支援、養育家

庭支援の総体や、五一1，2，3及び4は、単に公助の

体制を強化するだけでは実効に限界がある。子ども家庭

福祉施策の連続化、統合化、地域化、小規模化を祉会的

責任の下で共助の体制を整備強化し、すべての子育て家

庭をも視野においた体制を強化するためには、市町村を

核として地域祉会、多様な法人、民間団体の活性化が不

可欠である．とりわけ児童虐待への対応はいうまでもな

く、本研究グループが重視するすべての就学前児童とそ
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の保護者に対する保育の保障の具体的展開に関する今後

の検討は、新たな共助の仕組みを構築する上でも重要な

課題である。

　また、これらの幅広い児童家庭福祉施策の新たな展開

に関しては、まだ開拓途上、試行途上にあると受けとめ

られる市町村が多い中で、公助と共助の連動の…つのシ

ステムとして、公設民営化や事業の民間委託化の課題は

重く、その場合の基準や要件についても検討しなくては

ならない。

　なお、障害児とその家庭に対する支援の体系及びその

財源の確保に関する課題については、障害者自立支援法

の成立により、ここに提示されている児童家庭福祉制度、

施策はさらなる検討が必要となる。また、このことも含

め、共助の体制強化の方向は、今後の子ども家庭福祉に

おける財政のあり方とも深くかかわってくる。つまり、

税財源を基本とする方向とともに社会保険を含む社会保

障財源を強化する方向についての議論も欠かせない。本

研究では、育児支援法（社会保障財源）と児童福祉法（税財

源）との二大体系化についても、その論点整理について判

断を留保するという前提ですすめた。主たる財源の論点

に関しては、四一2において支援費制度としてまとめら

れている．子育て支援、次世代育成支援にかかわる社会

的責任、共助の強化は、例えば、支援費という名称も含

めてさらに検討を加えていくことが求められる。誰によ

る、誰に対する、何の支援かという論議を深めることに

より、例えば育成支援費という名称の意義、そして具体

的な税財源及び社会保険に基づく社会連帯指向の体系化

の意義等々、検討すべき課題である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（網野武博）

児童家庭福祉関係有識者に対するインタビュー調査を実

施するとともに試案を貫く原理について考察を進め、最

終報告を作成することとしたい．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（柏女霊峰）

M　結語

　以上、いくつかの前提条件を設定しつつ、昨年度報告

の論点を踏まえた児童家庭福祉制度再構築のための現時

点における児童福祉法改正要綱試案を主任研究者である

柏女が提示し、あわせて、協力研究者から個別の領域に

係る見解や論点を提示してきた。

　そのなかには、いわゆる親権の制限に係る実施主体等、

試案検討段階では十分な合意が得られなかった事項や、

サービス供給主体の多元化に関する事項や児童健全育成

に係る制度、児童の権利擁護に係る事項など、十分な検

討がなされてこなかった課題も提示されている。また、

現実的な試案の検討を進めつつも、そこに通底する原理

をしっかりと確認しておくことも必要である。

　今後は、こうした視点を踏まえ、本試案を改良しつつ
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